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1. ジェイテクトについて



Copyright (C)：JTEKT Corporation 4

1-1. ひと目でわかるJTEKT

売上収益

18,843 億円
(24年度)

電動パワーステアリング

世界シェアNo.1*2

「走る」と「曲がる」の

リーディングプレイヤー

TOYOTAグループの

キープレーヤー
(唯一の軸受、工作機械メーカー)

事業利益率*1

3.4 %
(24年度)

Run

Turn

約30カ国で事業を展開

（2025年3月末時点）

MVV - Mission Vision Value - 会社沿革グローバルネットワーク

欧州

21社

中国

22社

日本

24社

北米

13社

インド

4社 アジア・

オセアニア他

27社

光洋精工（1921年設立）と豊田工機

（1941年設立）が合併契約書締結

2005年

ジェイテクト発足2006年

富士機工を完全子会社化2017年

ダイベアを完全子会社化2019年

豊精密工業を完全子会社化2020年1月

本社を刈谷へ移転2020年12月

事業ブランドを「JTEKT」へ統一2022年

南米

3社

*1  事業利益：「売上収益」から「売上原価」と「販売費および一般管理費」を控除した当社独自の管理利益、  *2  2024年 年間実績。自社調べ
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1-2. JTEKTの主要事業

工作機械・

システム

事業

23.2%

18.7%

10.4%

4,373
億円

8,957
億円

1,964
億円

47.6%

セグメント 事業領域／事業方針

ステアリング

システム

駆動

自動車

事業

産機・軸受

事業

3,522
億円

16.0%

12.8%

30.3%

108
億円

275
億円

204
億円

40.9%

86
億円

「走る」「曲がる」を担うリーディングサプライヤー

社会の回転を支え、よりスムーズにさまざまな産業を動かす技術を

モノづくり全てのフェーズでバリューを提供

ラックパラレルタイプ

電動パワーステアリング

（RP-EPS）

小型・軽量化／

長寿命に応える

産業機械用軸受

EXSEV®

軸受シリーズ
半導体／液晶製造

機械を動かす軸受

CNC円筒研削盤

G1 Series

ギヤスカイビング

加工技術

横形マシニングセンタ

「FH5000シリーズ」

マージン 3.1%

マージン 2.5%

マージン 2.5%

マージン 10.4%

HUB

ユニット

トルクコントロールデバイス

(TCD)

(トルセン) (ITCC)

ドライブシャフト (CVJ)

売上収益*1

24年度 18,843億円

事業利益*1 *2

24年度 649億円

＊1  事業利益：「売上収益」から「売上原価」と「販売費および一般管理費」を控除した当社独自の管理利益

＊2 各事業の売上収益・事業利益の割合は、「その他の事業・連結調整額」を除く事業合計に対する割合
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【合計】

売上収益 1兆8,843億円

連結会社数 114社

持分法適用会社数 14社

従業員数 45,018人

25.8%

23.6%

11.4%

39.2%

6

1-3. グローバルで活躍するJTEKT

※2025年3月31日現在

欧州

　　売上収益 2,151億円

　　連結会社数 21社

　　持分法適用会社数 2社

　　従業員数 5,528人

1,603

1,962

2,395
2,151

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

………………

……………………

……………

…………………

(億円)

アジア・南米・その他

　　売上収益 4,447億円

　　連結会社数 56社

　　持分法適用会社数 7社

　　従業員数 13,748人

3,908

4,433 4,496 4,447

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

………………

……………………

……………

…………………

(億円)

日本

　　売上収益 7,390億円

　　連結会社数 24社

　　持分法適用会社数 3社

　　従業員数 18,984人

5,824
6,384

7,357 7,390

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

………………

……………………

……………

…………………

(億円)

北米

　　売上収益 4,853億円

　　連結会社数 13社

　　持分法適用会社数 2社

　　従業員数 6,758人

2,947

4,001

4,665 4,853

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

………………

……………………

……………

…………………

(億円)日本 北米

アジア・

南米・

その他
欧州

EUROPE

(欧州)

★ ● ■ ▲

ASIA

(アジア：含む中国)

★ ● ■ ▲

OCEANIA

(オセアニア)

■

JAPAN

(日本)

★ ● ■ ▲

NORTH 

AMERICA

(北米)

★ ● ■ ▲

SOUTH 

AMERICA

(南米)

● ■ ▲

★統括拠点 ●生産拠点 ■販売拠点 ▲研究・開発拠点
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1-4. JTEKTの幅広い顧客層

■ 自動車領域のお客様 ： 約400社と取引

■ 産業機械領域のお客様： 約2,000社と取引

(農建機、鉄鋼、ロボット、半導体、風力など)

【産業機械領域】

【自動車領域】

● トヨタ自動車

● 日産自動車/三菱自動車

● 本田技研工業

● マツダ

● SUBARU

● 日野自動車

● ダイハツ工業

● スズキ

● いすゞ自動車

● デンソー

● アイシン

● 豊田自動織機

● Astemo

● JATCO

● Nidec

日本

⚫ BMW

⚫ VW/Audi

⚫ Daimler

⚫ Jaguar

⚫ Renault

⚫ Stellantis

⚫ ZF

⚫ BOSCH

⚫ GKN

欧州
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2. 第二期中期経営計画
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2-1. JTEKT 中期経営計画

第一期中計 第二期中計 第三期中計
JTEKT Group

2030 Vision

2021 2023

2024 2026

2027 2030

体質強化の3年

既存事業の成長と

新規事業の育成

刈り取りと飛躍

“モビリティ社会の未来を創るソリューションプロバイダー”への飛躍

赤字体質からの脱却は完了

更なる成長へ、事業構造転換、
欧米構造改革は継続 付加価値向上と欧米構造改革に注力

ROE・利益率改善

新規事業・ソリューションの拡大を

軸とした更なる成長

余力を確保し、

ソリューション創出へリソーセスをシフト

Ⅰ 既存製品の高付加価値化

II 新領域へのチャレンジ

II 新領域へのチャレンジを

拡大・収益力強化
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2-2. JTEKT Group 2030 Vision

JTEKT Group 2030 Vision

モノづくりとモノづくり設備で

モビリティ社会の未来を創る

ソリューションプロバイダー

社会・エンドユーザー

顧客（モビリティ社会の全ステークホルダー）

社会課題を理解 製品・サービス提供

顧客と議論し、

ニーズを共創

ソリューションを適切

なビジネスモデル*

で提供

ビジネスモデルの転換 (パラダイムチェンジ)

  【従来】 Job Request受領を起点にビジネス開始

【今後】 共創を通じ、ニーズを起点にソリューション提供

＊ 製品提供だけでなく、IP/設計図外販、製造委託請負等、柔軟に提供
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既存製品の高付加価値化で生み出した

原資を活かし、新領域へチャレンジ

稼ぐ力

付加価値

事業スコープ

拡大
Mobility 1.0 Mobility 2.0 Mobility 3.0

現状の製品群

技術

Ⅰ

Ⅱ

コア技術・コンピタンスを掛け合わせ、

現状の製品群を高付加価値化 / 投資効率向上

2-3. ソリューションプロバイダーへの変革

“Ⅰ”で生み出した原資を元手に

課題・ニーズ起点で、新領域へソリューション提案

クルマの価値の拡張 モビリティの拡張 社会システム化

既存製品の高付加価値化

新領域へのチャレンジ

R&D・事業開発、グループ会社を含みさらに豊富化し、

テクノロジープラットフォームへ落とし込む

異なる祖業・領域を持つJTEKTだからこそ、

コア技術・コンピタンスを掛け合わせ多方面に展開

テクノロジープラットフォーム

多様な 顧客 ・ 社会 ニーズ

新たな

ビジネスモデル

既存事業

強化

新規事業・新領域

への挑戦

Only One のソリューションを実現

角
度
制
御
技
術

ト
ル
ク
制
御
技
術

鍛
造
設
計
技
術

プ
レ
ス
技
術

ボ
ー
ル
ね
じ
技
術

射
出
成
型
技
術

熱
処
理
技
術

電
磁
弁
技
術

精
密
加
工
技
術

シ
ー
ル

設
計
技
術

コ
ー
テ
ィ
ン
グ

技
術

精
密
加
工
技
術

ト
ラ
イ
ボ
ロ
ジ
ー

材
料
・
熱
処
理

技
術

生
産
設
備

設
計
技
術

刃
面

創
成
技
術

工
具

設
計
技
術

N
C

装
置

設
計
技
術

安
全P

L
C

設
計
技
術

等

高
精
度
軸
受

超
低
ト
ル
ク

軸
受

特
殊
環
境
用

軸
受

円
筒
研
削

ギ
ヤ

ス
カ
イ
ビ
ン
グ

H
M

I

協
調
制
御

F
C

シ
ス
テ
ム

ト
ル
ク
マ
ネ
ー
ジ

メ
ン
ト
シ
ス
テ
ム

E
P

S

シ
ス
テ
ム

H
U

B

N
C

装
置

歯
面

修
正
技
術

3D
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2-4. JTEKT Group 2030 Visionにおける数値目標

>

2024 実績 2030 Vision2026（第二期中計）

ROE 1.8％ 10％7-8％

PBR 0.5倍 1.5倍1倍

売上収益 1.88兆円 2兆円超2兆円

事業利益率 3.4% 8%以上5-6%

>

CO2削減目標
2013年度比

-36.3% -60%-45%

従業員エンゲージメント
(eNPS*)

-58 -40-55

地球のための

経営

効率性を

重視した経営

人と現場中心の

経営

*  為替前提：1USD=145円、*  eNPS：Employee Net Promoter Score  ; JTEKT単体の数値
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自動車 産機・軸受

工作機械・システム 各事業の目標利益率*

新たなモビリティー領域での更なる“快適なくるま”の実現のために、

車両との共創開発による

「車両運動性能」を軸としたUX価値を提供する

より良いモノづくりのために、

グループシーズを融合したソリューション提案で

顧客リテンションを最大化

現場の資産効率と製品付加価値向上に貢献する

持続可能な社会に向けたCN・CE実現のために、

回転を支える製品でコア技術・コンピタンスを繋ぎ、

顧客製品の価値向上に貢献する

2-5. 成長戦略・重点施策 - 各事業の目指す姿 -

産機・軸受

工作機械・

システム

自動車

2.5%

10.4%

2.9%

7.5%

11.0%

5.5%

8.5%

13.0%

6.5%

2024
(実績)

2026 2030
(vision)

*  目標利益率は、売上収益に対する事業利益の比率、 事業利益：「売上収益」から「売上原価」と「販売費および一般管理費」を控除した当社独自の管理利益

＞

＞

＞

＞
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●：成長 ■：経営安定化 ▲：収益体質改善

■ 中国・アセアン
▲ ● 北米

● インド

▲ 欧州

■ 南米

各地域の位置づけ

主要地域 戦略方向性

中国

欧州

北米

成長に合わせたリソーセス投入により、ステアリングの高シェア維持、

ドライブシャフトのシェア拡大を目指す。工機部門を強化し、グローバル

拠点としての活用を推進

各国製造業を取り巻く環境に適応し、メキシコ・日本・インドなどを

活用したグローバル生産体制への移行と最適設備の投入を推進、

成長領域への転換を目指す

的を絞った中国系自動車メーカーへの拡販と、BEV化で需要増を

見込む玉軸受の競争力強化などにより、事業・顧客ポートフォリオの

入れ替えを推進

自動化・省人化含めた生産性向上×サプライチェーンの抜本的な

見直しにより競争力を強化。中国系自動車メーカーの開拓とピック

アップトラック用製品群の拡販を推進

これまでの構造改革により25年度に業績は底を打つ見込み

更に踏み込んだ事業の整理・統合を進め、欧州黒字化に向けた

計画を今年度中に策定予定

2-6. 成長戦略・重点施策 - グローバル・地域戦略 -

アセアン

インド
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2-7. 企業価値向上に向けたプロセスKPIへの分解と具体的なアクション

企業価値の向上

ROEの向上非財務の取組み

ROICの向上 財務レバレッジ

構成

要素

収益性(利益率)の改善 自己資本比率の見直し
プロセス

KPI

6つの資本 (除：財務資本) の活用・改善・最適化

コスト低減

適切なプライシング

固定資産回転率

の改善

在庫回転月数

の改善

債権債務回転率

の適正化

具体的な

アクション

株主還元

の拡充

資本構成

の最適化

投下資本のスリム化

配当の見直し

- DOE 2-3% -

自己株式の取得

成長戦略の訴求

IR活動の充実

- 個人/海外向け機会増 -

資本コストを意識

した投資判断/管理

- DCFに基づく投資判定 -

投資原単位の削減

滞留債権のゼロ化

サイトの適正化

余剰在庫のゼロ化

市販在庫の中央管理

型番点数の縮小

ノンコア/不採算事業の整理

不要資産を溜めない仕組み構築

政策保有株式のゼロ化

機能統合による高付加価値化

歯車・自動車コア技術の融合 - SbW、ADAS対応 -

不採算型番払出し、現地現物VAVE強化-

既存製品のコスト競争力向上 - 次世代EPS -

工場生産性の改善、モノづくり改革、稼働費低減

パートナー企業 / アウトソース の有効活用

事業ポートフォリオの見直し

製品戦略の見直し

- 大型・複合研削盤強化、製品ラインナップ見直し -

地域・顧客戦略の見直し - 欧州・中国 -

欧米地域の構造改革

新車両電子PF対応 - ソフトウェア開発体制構築、Pairdriver® 展開 -

センシング技術 - 予兆診断システムの展開、補修・再生ビジネス（リマンプロジェクト）-

E-commerceサービスの他地域横展の検討、3Dデジタル化浸透

ソリューションビジネスへの変革

- 人的資本・知的資本・社会関係資本・自然資本・製造資本 -

成長領域(BEV/HEV、半導体等)・市販用軸受強化

アフターマーケット事業の強化

従
業
員
一
人
ひ
と
り
が
当
事
者
と
し
て
推
進

*  第二期中計期間におけるアクション
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3. 直近の業績 - 2025年度第3Q決算 -
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3-1. 2025年度第3四半期決算のポイント

■ 売上収益：円高による影響はあるものの、日本・北米を中心に販売が回復したことにより増収

■ 事業利益：米国関税や円高影響はあるが、増収や北米TFT活動を含む改善効果等により増益

■ 当期利益：欧米構造改革に係る一時費用を計上したが、事業利益増加や為替差益等により増益

*1 事業利益 ＝ 売上収益 - 売上原価 -  販管費 : IFRS導入に伴い、当社が設定した管理利益 (日本基準の「営業利益」と同等)

*2  親会社の所有者に帰属する中間利益

( )内は売上収益比 単位：億円

増減 ％

売上収益 ＋182 +1.3% 

事業利益 ※1 (2.5%) 349 (3.3%) 468 ＋119 +34.1% 

営業利益 (2.5%) 350 (2.7%) 378 ＋27 +8.0% 

税引前利益 (2.1%) 290 (3.0%) 422 ＋131 +45.1% 

当期利益 ※2 (0.7%) 99 (1.5%) 213 ＋114 +114.6% 

為替レート　  USD 152.57円 148.74円 3.83円 円高 

              　 EUR 164.83円 171.83円 7.00円 円安 

14,033 13,850 

24/12期 実績 25/12期 実績

更新済み
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5,424
5,632

3,493
3,746

1,574
1,432

1,251
1,067

2,106 2,155

24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期

18

3-2. 2025年度第3四半期決算 - 地域別の状況 -

単位：億円

売上収益

単位：億円

事業利益

増減 [率] 増減 [率]

日本 北米 欧州 中国 アジア他 日本 北米 欧州 中国 アジア他

■ 北米は増収・TFT活動効果により大幅増益、市場環境の厳しい欧州・中国は減収減益

＋207 ＋252 ▲142 ▲183 ＋48
[＋3.8%] [＋7.2%] [▲9.1%] [▲14.7%] [＋2.3%]

＋11 ＋113 ▲18 ▲18 ＋28
[＋5.9%] [-%] [-%] [▲17.9%] [＋16.2%]

更新済み

198
210

▲56

56

▲73
▲92

104
85

178

206

3.7 3.7

▲1.6

1.5

▲4.7
▲6.4

8.3 8.0 8.5
9.6

24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期

売上収益比(%)



Copyright (C)：JTEKT Corporation 19

3-3. 2025年度第3四半期決算 - 事業別の状況 -

■ 原価改善活動の効果等により、いずれの事業も堅調な収益を確保

増減 [率] 増減 [率]

売上収益 事業利益

単位：億円 単位：億円

ステアリング 駆動 産機・軸受 工作機械 その他 ステアリング 駆動 産機・軸受 工作機械 その他

▲32 ＋207 ▲61 ＋71 ▲2
[▲0.5%] [＋6.5%] [▲2.3%] [＋5.0%] [▲13.5%]

＋37 ＋46 ＋35 ▲0 ＋3
[＋33.8%] [＋87.1%] [＋59.3%] [▲0.4%] ［-%］

6,585 6,552

3,203
3,411

2,626 2,565

1,419 1,490

16 14

24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期

110

147

52

99

60

96

140 139

▲19 ▲16

1.7 2.3 1.7 2.9 2.3 3.8

9.9 9.4

24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期 24/12期 25/12期

売上収益比(%)

更新済み
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3-4. 2025年度 業績予想のポイント

*1 事業利益 ＝ 売上収益 - 売上原価 -  販管費 : IFRS導入に伴い、当社が設定した管理利益 (日本基準の「営業利益」と同等)

*2  親会社の所有者に帰属する当期利益

■ 為替レートの変更等により、売上収益・全段階利益を上方修正、前年比増益

( )内は売上収益比

前回

予想比
％ 前年比 ％

売上収益 +400 +2.2% ▲43 ▲0.2% 

事業利益 ※1 (3.3%) 600 (3.5%) 650 +50 +8.3% (3.4%) 649 +1 +0.1% 

営業利益 (2.7%) 500 (2.9%) 550 +50 +10.0% (2.0%) 384 +165 +43.0% 

税引前利益 (2.4%) 450 (2.9%) 550 +100 +22.2% (1.6%) 308 +241 +78.1% 

当期利益 ※2 (1.1%) 200 (1.3%) 250 +50 +25.0% (0.7%) 137 +112 +82.3% 

為替レート　  USD 5.00円 円安 - 2.58円 円高 -

EUR 4.00円 円安 - 9.25円 円安 -

1株当たり当期利益 +15.71円 - +38.17円 -

18,800 18,843 18,400 

25/3期

実績

26/3期

前回予想

26/3期

修正予想

78.54円 62.83円 40.36円 

150.00円 

173.00円 

145.00円 

169.00円 

152.58円 

163.75円 

26/3期 業績予想 25/3期 実績

単位：億円

更新済み
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262
280

57
85

▲67
▲105

122
95

253
295

3.6 3.8

1.2 1.6

▲3.2

▲5.6

7.6 6.9
8.9

10.1

25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期

売上収益比(%)

7,390 7,410

4,853
5,205

2,151
1,890

1,603
1,370

2,844 2,925

25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期

21

3-5. 2025年度 - 地域別の状況 -

売上収益 事業利益

■ 欧州・中国で減収減益の一方、日本・北米・アジア他では増収増益を見込む

増減 [率] 増減 [率]

単位：億円 単位：億円

日本 北米 欧州 中国 アジア他 日本 北米 欧州 中国 アジア他

＋19 ＋351 ▲261 ▲233 ＋80
[＋0.3%] [＋7.2%] [▲12.2%] [▲14.6%] [＋2.8%]

＋17 ＋27 ▲37 ▲27 ＋41
[＋6.6%] [＋47.1%] [-%] [▲22.4%] [＋16.4%]

更新済み
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3-6. 2025年度 - 事業別の状況 -

■ 欧米構造改革による効果が発現する産機・軸受では、減収でありながら増益を見込む

売上収益 事業利益

増減 [率] 増減 [率]

単位：億円 単位：億円

ステアリング 駆動 産機・軸受 工作機械 その他 ステアリング 駆動 産機・軸受 工作機械 その他

▲112 ＋131 ▲167 ＋105 ＋0
[▲1.3%] [＋3.0%] [▲4.8%] [＋5.4%] [＋0.2%]

▲60 ＋31 ＋38 ＋0 ▲4
[▲21.9%] [＋29.3%] [＋44.5%] [＋0.3%] [-%]

8,957 8,845

4,373 4,505

3,522 3,355

1,964 2,070

24 25

25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期

275

215

108
140

86

125

204 205

▲30 ▲35

3.1 2.4 2.5 3.1 2.5
3.7

10.4 9.9

25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期 25/3期 26/3期

売上収益比(%)

更新済み
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4. 第二期中期経営計画の進捗
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4-1. 第二期中期経営計画の進捗 - 第二期中計で掲げた成長戦略・重点施策 -

■ 第二期中計では、「ソリューションの創出力強化」、「競争力の強化」、

「グローバル体制の再構築」 の3点を成長戦略・重点施策として掲げた

グローバル体制の再構築競争力の強化ソリューションの創出力強化

ソリューション共創センターの発足

• 全社のコア技術・コンピタンスを掛け合わせ、

迅速なソリューション化を実施

• テクノロジープラットフォームの構築

インド拠点強化

• グローバル拠点としての活用を推進

欧米の構造改革

• グローバルで開発・生産の最適配置を推進

中国環境変化への対応

事業を支える“デジタル基盤”強化

• デジタルモノづくり改革を進め、

エンジニアリングチェーンを一気通貫で刷新

• 情報基盤の刷新を図り、経営・業務を

含めた全社でデジタル活用を推進

収益力最大化に向けた事業戦略構築

• 2030 Vision / ソリューション拡充を実現

するためのアクションプランを具体化

• 売上拡大でなく、ROE・利益率改善を

目指した戦略を検討

概ね計画通り推進も、環境変化により新たに対応が必要となっているものもある
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■ 自動車生産台数は、頭打ちの傾向が見られ、特に日系メーカーは苦戦

■ 産機領域の市場は、農建機を中心に想定以上に冷え込みが継続

■ 工作機械受注は、アジア向けを中心に回復に転じている

マーケット環境

自動車生産台数

工作機械受注金額

建設機械出荷金額

23年度 24年度 25年度

90百万台 89百万台 90百万台

1.5兆円 1.5兆円 1.6兆円

3.3兆円 3.0兆円 3.0兆円

(S&P Global社データに基づくJTEKT予測)

(日工会データに基づくJTEKT予測)

26年度

91百万台

1.8兆円

ー
※日本国内＋輸出

(日本建設機械工業会データに基づくJTEKT予測)

さらに、トランプ政策など、中計策定時に想定していなかった影響が出始めている

4-2. 第二期中期経営計画の進捗 - 事業環境の変化 -
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■ 次世代/新製品の市場投入は概ね予定通り進捗、さらなる収益力向上を図る

■ 変化の激しい世界情勢・市場環境にも対応した構造改革・リソーセスシフトの推進・加速

13,443 
13,331 13,350 

3.3

5.5

6.5

3.3 2.9 2.7 2

4

6

8

10

12

14

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

23 24 25 26 30

売上収益 事業利益率

（単位：億円）

売上収益 事業利益率中計

最新

次世代EPSへの置換

⇒ 収益の向上が進展

■ さらなる構造改革とポートフォリオ変革

低収益資産の圧縮・構造改革

■ 次世代/新製品の市場投入

新製品の市場投入

     (SbW、Pairdriver他)

※ 販売規模を比較することを目的に換算レートを統一 (左のグラフとは異なります)

(ex) RP-EPS 第2世代
… 平均利益率4ポイント上昇

拠点統廃合の加速と、既存資産の有効活用による資産効率最大化

■売上・利益計画

地域軸・製品軸で、注力/脱力する領域を明確化し、

   脱力領域のカーブアウト、注力領域へのリソーセスシフト

23年度 26年度 30年度

【製品別売上推移】

4-3. 第二期中期経営計画の進捗 - 収益力最大化に向けた事業戦略構築の取組み -
<自動車事業>

最新化

更新済み
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4-4. 第二期中期経営計画の進捗 - 収益力最大化に向けた事業戦略構築の取組み -
<産機・軸受事業>

3,580 3,522 3,355 

4.0

7.5
8.5

3.5 2.5
3.7

0

5

10

15

20

25

30

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

23 24 25 26 30

■ 欧米構造改革は概ね計画通りの進捗、更なる構造改革を推進

■ 市場の回復が遅れる中でも、収益力向上に向け、産機・市販領域へのシフトは継続

*欧州NRB事業の売却反映売上収益 事業利益率

（単位：億円）

売上収益 事業利益率中計

最新

鉄鋼 ：ソリューション提案とMRO*2ビジネスの組合せにより、

日本市場でのシェアNo.1を維持、ビジネスモデルを海外展開

■ ポートフォリオの変革 産機・市販領域の拡大

欧州NRB*1事業の売却、欧米TRB *1の撤退に加え、サプライチェーンも

含めたグローバルの再編を加速して資産効率を向上

(ex) 生産L/T短縮による輸送コスト最小化と在庫削減

■ 構造改革と経営効率向上

半導体：過酷な条件下で使用される製造装置に対応できる

特殊コーティング技術で貢献する製品の販売を提供・拡大

市販 ：アフターマーケット専属のエンジニアを配置し、体制構築

(ex) リバースエンジニアリング製品/パートナー企業の認定 を拡大中

■売上・利益計画

*1 NRB：ニードル・ローラー・ベアリング、 TRB：テーパード・ローラー・ベアリング

*2  MRO： Maintenance , Repair , Overhaul

最新化

更新済み



Copyright (C)：JTEKT Corporation 28

4-5. 第二期中期経営計画の進捗 - 収益力最大化に向けた事業戦略構築の取組み -
<工作機械・システム事業>

■ グループ内連携の強化により、合理化を推進して収益力を向上

■ “ターンキーソリューション”の提案と、”ラインナップの見直し”による販売機会の創出

■売上・利益計画

1,862 
1,964 

2,070 

9.4

11.0

13.0

9.6
10.4

9.9

7

9

11

13

15

17

19

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

23 24 25 26 30

■ グループ内連携の強化

グループ内プラットフォーム の推進

研削盤Gシリーズを拡充

・グループ内協業による生産繁閑差の解消 (JGS、JMS*)

・デジタルものづくりで、受注からアフターまでスルーで効率化

ターンキーソリューション の推進

・電池生産設備の源泉工程におけるターンキーソリューション

の提案を開始 (JTS、JFP*)

■ ラインナップの見直し

・自働化メニューを追加した

 高精度研削盤 Gシリーズに、

  “大型向けG5”を追加

* JGS: ㈱ジェイテクト グラインディングシステム、 JMS: ㈱ジェイテクト マシンシステム

JTS: ㈱ジェイテクト サーモシステム、 JFP：㈱ジェイテクト フルードパワーシステム

売上収益 事業利益率

（単位：億円）

売上収益 事業利益率中計

最新

電池設備領域において

30%目途付け完了最新化

更新済み
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■ 欧州に加え、中国・アセアンにおける売上減少への対応が不可避 収益体質改善が急務

●：成長 ■：経営安定化 ▲：収益体質改善

各地域の位置づけ

■ ▲
●

▲
▲ ●

■

売上収益 事業利益率

（単位：億円）

欧州

インド
中国

■ ▲ アセアン
南米

北米

4-6. 第二期中期経営計画の進捗 - グローバル環境の変化 -

最新化

更新済み
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▲ 48

▲ 71

▲ 96
▲ 84 ▲ 88

▲ 67

▲ 105

1,974 

1,508 1,603 
1,962 

2,395 
2,151 

1,890 

(120)

(70)

(20)

30

80

-4000

-3000

-2000

-1000

0

1000

2000

3000

20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 26/3期 28/3期

■ 26年 2月末に欧州顧客向け自動車事業の譲渡を基本合意

中計で掲げた改革を着実に推進し、27年度に欧州事業は黒字化の見込

売上・利益推移 これまでの構造改革の取組み

FY23 ポンプ事業売却

FY24 NRB*事業の売却

FY26 欧州顧客向け自動車事業の譲渡 (基本合意済)

推進中の構造改革も目途付け完了

拠点数

28 28 28 
21 21 21 18 

0

10

20

30

40

20/3期 21/3期 22/3期 23/3期 24/3期 25/3期 25/12期 28/3期

黒字化

*NRB：ニードル・ローラー・ベアリング

事業利益売上収益

4-7. 第二期中期経営計画の進捗 - グローバル体制再構築の取組み l 欧州構造改革 -

(予想) (計画) (計画)

削減

（単位：億円）

30
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4-8. 第二期中期経営計画の進捗 - グローバル体制再構築の取組み l インドへの投資 -

■ 成長地域と位置付けているインドでは積極的な投資を実行

■ グジャラート新工場を設立予定(27年生産開始予定)
投資額 300億円超

28年までに

■グジャラート新工場の設立

C-EPS, MSギヤ, CVJ, HUBを生産し、西部のお客様に貢献

【主なインド生産品目】
（単位：億円）

C-EPS: コラムタイプ電動パワーステアリング

MSギヤ: マニュアルステアリングギヤ

CVJ: 等速ジョイント

HUB: ハブユニットベアリング

HPS: 油圧パワーステアリング

24 25 26 27 28 29 30

　生産中(バワル工場)

　生産中(ダルヘラ工場)

　生産中(チェンナイ工場)

　生産中(ダルヘラ工場)

　生産中(バワル工場)

　生産中(バワル工場)

STG

駆動

製品

軸受

CVJ

HUB

HPS

MSギヤ

C-EPS

▼グジャラート工場生産開始

▼グジャラート工場生産開始

▼グジャラート工場生産開始

▼グジャラート工場生産開始

【売上計画】

チェンナイ

グジャラート

グルガオン

ダルヘラ(3工場)

バワル(3工場)

413

488

540
575

23/3期 24/3期 25/3期 26/3期

(予想)

27/3期

(計画)

31/3期

(計画)

最新化

更新済み
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4-9. 第二期中期経営計画の進捗 - グローバル体制再構築の取組み l 中国市場への対応 -

■ 売上が大きく減少しており、最適な体制の検討が必要

現状 対応の方向性

主要客先である日系完成車

メーカー向けの需要は大きく減退

アセアンへも波及が想定されるので、先手を打って対策を検討・推進

寄せ止めによる稼働率向上

(欧州TRB生産の移管等)

適正な規模と役割の再検討自動車に限らず、

内需の弱さ、消費低迷が継続
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4-10. 第二期中期経営計画の進捗 - キャッシュアロケーションと株主還元 -

■ 市場環境は、従来にも増して不透明で当初想定より悪化 売上減に伴う利益減が生じる

■ 運転資本の改善等を計画以上に推進し、予定通りのキャッシュイン・キャッシュアウトを見込む



Copyright (C)：JTEKT Corporation 34

Joint Technology
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本資料は、当社の概況・戦略を説明する目的の資料であり、投資の勧誘又は売買の推奨を

目的としたものではありません。

また、本資料には、当社 (連結子会社を含む) の業績予想や将来予測に基づく計画・戦略の

記述が含まれております。これらの将来に関する記述は、当社が現在入手している情報を基礎と

した判断および仮定に基づいており、判断や仮定に内在する不確定性、および今後の事業運営

や内外の状況変化等による変動リスクなどを内容しています。

従って、実際の成果や業績、戦略などは、この資料に記載されている予想または想定とは大きく

異なる可能性があります。

【将来見通しに関する注意事項】
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